
平成２４年（行ウ）第１１７号 発電所運転停止命令義務付請求事件 

原  告   １３４名 

被  告   国 

 

準 備 書 面（１２） 
 

２０１５（平成２７）年９月１１日 

 

大阪地方裁判所 第２民事部 合議２係 御中 

 

原告ら訴訟代理人 

 弁 護 士  冠    木    克    彦 

 弁 護 士  武    村    二  三  夫 

 弁 護 士  大    橋    さ  ゆ  り 

 弁 護 士  髙    山         巌 

 弁 護 士  瀬    戸    崇    史 

復代理人 

 弁 護 士  谷         次    郎 

1 
 



 本準備書面は、本件原発に関する地震動評価について原告らの主張を追加すると

ともに、平成２７年６月２４日付被告第９準備書面のうち、地震動の問題に関連す

る第１乃至第４に対して反論するものである。 

 

第１ 原告らの追加主張 

１ 被告の準備書面の中で触れられていない、経験式のばらつきの問題 

 原告らは準備書面（５）において、基準地震動を「入倉・三宅式」で評価する

のは過小評価であり、同じ断層面積に対し４.７倍の地震モーメント（地震規模）

を与える「武村式」を用いて地震動を評価しなおすべきだと主張した。「武村式」

は、「入倉・三宅式」データのばらつきの最外縁に位置していること、「入倉・三

宅式」が世界中の地震データの平均であるのに対し、「武村式」は日本の地震の

特性を表していると考えられることを指摘した。 

 一方、「入倉・三宅式」にせよ「武村式」にせよ、これらは過去の地震動のデ

ータから導かれた経験式である。そして、経験式は過去の地震の平均像を基礎と

するものである。 

 この、経験式が平均像としての性格をもつことについては、「基準地震動及び

耐震設計方針に係る審査ガイド」（乙５２、以下「審査ガイド」という）の３．

２．３項で指摘されており、評価においてばらつきを考慮すべきであるとの指示

がなされている。この経験式のばらつきに関する審査ガイドの指示は、審査ガイ

ドの３．３．３項でいう「震源モデルの不確かさ」とは別の概念であり（詳細は

後述）、これまでの地震動評価において完全に無視されており、被告の第９準備

書面においてもまったく触れられていない。 

 この、経験式の平均像としての性格については、関西電力高浜原発の運転差止

を求める仮処分事件の決定（福井地裁２０１５年４月１４日決定。甲１３８号証）

でも次のように批判されている。 
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「本件原発においても地震の平均像を基礎としてそれに修正を加えることで

基準地震動を導き出していることが認められる。万一の事故に備えなければな

らない原子力発電所の基準地震動を地震の平均像を基に策定することに合理

性は見い出し難いから，基準地震動はその実績のみならず理論面でも信頼性を

失っていることになる」。 

 

 以下では、①「入倉・三宅式」がデータの平均像であることを確認し、そのば

らつきの様相を概観する。②「入倉・三宅式」のばらつきと「武村式」の位置を

確認し、「入倉・三宅式」のばらつきを考慮することにより、「武村式」（ばらつ

きを考慮しないもの）を採用するのとほぼ同じ結果になることを主張する。さら

に、③「武村式」のもつ独自の意義について確認した上で、「武村式」を採用し

た上で審査ガイドに従ってそのばらつきを考慮すれば、地震モーメントはばらつ

きを考慮しない「入倉・三宅式」に比べて約１１．５倍になることを示す。 

２ 平均像としての基準地震動 

 大飯原発の基準地震動の評価では、「入倉・三宅式」を用いて地震モーメント

（地震規模）を算出している。前記福井地裁決定がいう「平均像」とは直接には、

下図の断層面積―地震モーメント（地震規模）の関係が示すように、「入倉・三

宅式」が３種類の点が示す世界中の地震データセット（データ集合）の平均の位

置にあることを指している（データ点集団から最小二乗法または平均操作で導か

れる）。下図は入倉・三宅（２００１）（甲９６）の図７であるが、それに説明と

最も下にある点を通る点線を加筆した。 

ここで、「入倉・三宅式」はデータセットから回帰によって得られたと入倉・

三宅（２００１）（甲９６）図７の説明に書かれている。回帰による、とは最小

二乗法を適用して求めたことであるが、傾きが１／２に固定されている場合、単

に次の平均操作で求めることができる。すなわち、 

ｙ＝ｌｏｇＳ、ｘ＝ｌｏｇＭ０と書くと、「入倉・三宅式」はｙ＝ａｘ＋ｂ とい
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う直線の形をしていて、傾きａ＝１／２に固定されている。 

切片ｂ＝ｌｏｇＳ－１／２ｌｏｇＭ０に各点のデータ（Ｍ０，Ｓ）を代入して各

点に対応するｂを計算し、それらの算術平均を求めれば、「入倉・三宅式」のｂ

が求まる。「入倉・三宅式」ではｂ＝－１０．３７となり、同様に下図中の「武

村式」では、ｂ＝－１０．７１ となる。また、下図中の最も下部に位置する点

を通る傾き１／２ の式の切片はｂ＝－１０．７３となる。 

 

３ 審査ガイドがばらつきを考慮するよう指示していること 

 この平均については原子力規制委員会の審査ガイド（乙５２）自体が３．２．

３（２）で、 

 

「経験式は平均値としての地震規模を与えるものであることから 、経験式が

4 
 



有するばらつきも考慮されている必要がある」 

 

と認めている。その場合、上図の点のばらつきに応じた地震モーメントの分布を

考慮し、安全のために少なくとも測定された最小のｂに対応する地震モーメント

をとる必要がある。 

 なお、この審査ガイドでは別に「３．３．３ 不確かさの考慮」で断層モデル

に関する各種パラメータの不確かさを考慮するよう指示している。それは、前記

福井地決が「地震の平均像を基礎としてそれに修正を加えることで基準地震動を

導き出している」という「修正を加えること」に相当している。ここで肝心なの

は「経験式が有するばらつき」を考慮することであるが、これは高浜原発や大飯

原発の地震動評価ではまったく考慮されていないし、被告第９準備書面でもこの

点には何も触れていない 

４ 「入倉・三宅式」のばらつきと「武村式」の位置関係 

 前記のように、審査ガイドに基づいて経験式のばらつきを測定点の範囲で最大

限考慮すれば、地震モーメントの最大値は前図の最下の点を通る式で与えられ、 

ｂ＝－１０．７３となる。この式は「武村式」よりわずかに下の位置にくる程度

であり、「入倉・三宅式」においてばらつきを考慮するということは、事実上、

武村式を採用することとほぼ同じ結果になる。 

 原告準備書面（５）の５頁において原告らは、「武村式」は同頁の図で「ばら

ついている青丸点集団の右手方向、すなわち同じ断層面積でも大きい地震モーメ

ントを与える位置に存在していることが確認できる」と指摘した。事実、上図よ

り、「武村式」は「入倉・三宅式」のデータ集団の中でほぼ最大の地震モーメン

トを与える位置にあることが再確認できる（標準偏差σ＝０．１９３に対し、「武

村式」は１．７６σ （全確率の９２％）の位置にある）。 

５ 「武村式」の独自の意義、および「武村式」においてばらつきを考慮した場合 

上記に加え、「武村式」には独自の意義も存在する。「入倉・三宅式」が世界の
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地震の平均像であるのに対し、「武村式」は日本の地震だけの平均値である（元

は断層長さから導かれたが、面積から直接導いても同等の式となる）。さらに、

基準津波評価では、日本土木学会の指示により「武村式」が現に用いられている。

このような点からも、「武村式」を用いて地震モーメントを導くことは適切な措

置であるということができる。 

審査ガイドに従って、「武村式」を採用すれば、今度は「武村式」自体のばら

つきが問題になる。「武村式」データのばらつきは、下図が示すように各点のｂ

の値によって特徴づけることができる。最小のｂ＝－１０．９０であり、「武村

式」のグラフをここまで下げた場合が測定値の中で最大の地震モーメントを与え

る線になる。 

この場合に断層面積Ｓを固定したとき、「武村式」による断層モーメントは「入

倉・三宅式」による値の１１．５倍となる（ｌｏｇＳ＝１／２ｌｏｇＭ０＋ｂは

Ｍ０＝１０－２ｂＳ２と同等なので、これよりＳが同じで、ｂが異なる場合のＭ０の比

が計算できる）。結局、「武村式」を基にばらつきを最大限考慮すれば、次式を用

いるべきことになる。 

ｌｏｇＳ＝１／２ｌｏｇＭ０－１０．９０ 
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６ 最大加速度 

 このように地震モーメントが大きい値になった場合、地震加速度はどうなるの

だろうか。地震モーメントと加速度の関係は一義的に決まっているわけではない

が、大飯原発では、最大加速度を与える短周期レベルに壇他の式が用いられてお

り、短周期レベルは地震モーメントの１／３乗に比例している（甲１３９、４８

頁、１００頁）。ただし、この結果は導かれたものではなく、頭から仮定したも

のだが、ここでは敢えてこれを認めることにしよう。 

 いま、断層面積Ｓを固定して考えると、上記の最後の結果より、地震モーメン

トは「入倉・三宅式」の場合の１１．５倍になる。これより最大加速度は１１．

５の１／３乗で２．２６倍となる。２０１４年５月９日の評価では、震源を特定

した断層モデルでの最大加速度は、大飯原発で８５６ガル（Ｓｓ－４）なので（甲

１３９、９５頁～９７頁）、これの２．２６倍で１９３４ガルとなる。最低限こ

のような最大加速度になることを考慮すべきだということになる。 

 

第２ 被告第９準備書面（第１乃至第４）に対する反論 

 ここでは、被告第９準備書面のうち、基準地震動評価に関係する第１～第４につ

いて反論する。 

１ 第１についての反論 

（１）被告第９準備書面では全体として、「入倉・三宅式」とそれを組み込んだ

推本レシピ（乙３６）を用いて地震動を評価することが唯一の公認の評価方

法であるかのように主張しており、第１においてもそのことが示されている。 

 たとえば、被告第９準備書面、第１、３（２）ア（１１～１２頁）では、

次のように述べている 

 

「断層モデルを用いた手法による地震動評価をするに当たっては，検討用

地震ごとに,適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定したモデル（以
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下「基本震源モデル」という。）を策定し，地震動評価を行うこととされて

いる（設置許可基準規則の解釈別記２の５二④ii（乙第４４号証１２８ペ

ージ））。 

 これを受けて，地震動審査ガイドでは，断層モデルを用いた手法による

地震動評価を行う際の震源特性パラメータについては，活断層調査結果等

に基づき，地震調査研究推進本部（略、以下「推本」という。）による「震

源断層を特定した地震の強震動予測手法」（推本レシピ。乙第３６号証）等

の最新の研究成果を考慮し設定されていることを確認することとされてい

る（地震動審査ガイドⅠ３．３．２（４）①１）（乙第５２号証４及び５ペ

ージ））。この推本レシピにおいて，地震モーメントＭ０（地震規模）を設

定する際に用いられているのが「入倉・三宅式」である」。 

 

（２）この、審査ガイドにかかる被告準備書面の記述を読むと、審査ガイドでは

推本レシピを用いることがあたかも定められているかのような印象を受け

る。しかし、実際にはそうではなく、３．３．２の（４）の前に（２）及び

（３）があり、そこでは、経験的グリーン関数法及び統計的グリーン関数法

やハイブリッド法を用いる方法が規定されている。そして（４）では、 

 

「経験的グリーン関数法、統計的グリーン関数法、ハイブリッド法以外の

手法を用いる場合には、その手法の妥当性が示されていることを確認する」 

 

と記載されており、ここに推本レシピは位置づけられている（乙５２、４頁

参照）。 

 上記はここの①１）を引用したにすぎない。現に、九州電力川内原発の基

準地震動評価では、推本レシピは用いられず他の方法が適用されて、それが

原子力規制委員会で認められている（甲１４０、５６頁～５７頁）。 
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（３）次に、被告第９準備書面、第１、３（２）イ（１２頁）においては、「不

確かさの考慮」として次のような記述がある。 

「また，基本震源モデルを前提として，基準地震動の策定過程に伴う震源

断層の形状（長さ，傾斜角），アスペリティの応力降下量（短周期レベル），

破壊開始点等の断層モデルを用いた手法による地震動の評価過程に伴う不

確かさを偶然的不確実さと認識論的不確実さに分類し，適切な手法を用い

てモデルが策定されていることを確認することとされている。（地震動審査

ガイド１ ３．３．３（２）（乙第５２号証６及び７ページ））」。 

 

 被告が書面であげる審査ガイド（乙５２）７頁には、以下のような記載が

ある。 

 

「②必要に応じた不確かさの組み合わせによる適切な考慮 

１）地震動の評価過程に伴う不確かさについては、必要に応じて不確かさ

を組み合わせるなど適切な手法を用いて考慮されていることを確認する。 

２）地震動評価においては、震源特性（震源モデル）、伝播特性（地殻・上

部マントル構造）、サイト特性（深部・浅部地下構造）における各種の不確

かさが含まれるため、これらの不確実さ要因を偶然的不確かさと認識論的

不確かさに分類して、分析が適切になされていることを確認する。」 

 

 ここでいう「不確かさ」とは、「入倉・三宅式」のような経験式のもつ「ば

らつき」とは別概念であり、パラメータの不確かさを考慮し、安全側の値を

取って計算するという趣旨のものである（甲１４１、５頁（次図）参照）。 
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そして、本件大飯３号機・４号機では、この「不確かさ」については個別

には一応考慮されているが、前記で引用した審査ガイド３．３．３（２）②

が規定する不確かさの組み合わせについては基本的に考慮されていない。し

かし、不確かさとして考慮されている各パラメータについて、例えば前図の

「レシピ平均×１．５倍」と「断層傾斜角７５°」という組み合わせが起こ

りえないとする理由はなく、各不確かさの組み合わせを考慮すべきである。 

２ 第２についての反論 

（１）第９準備書面、第２において被告は、「地震モーメントＭ０（地震規模）を

設定する際に「入倉・三宅式」を用いることが、現在の科学技術水準に照ら

して合理的であること」を主張しようとしている。 

しかし、被告は、その論述の過程で、「入倉・三宅式」の合理性から離れ

て、入倉・三宅（２００１）（甲９６）が示しているレシピの大筋自体が合

理的であると論述して、結論部分で、入倉・三宅（２００１）が合理的だか
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ら「入倉・三宅式」も「合理的」だという、飛躍した結論に達している。 

 以下、その点について詳述する。 

（２）被告の論拠は大きく分けて２つに分かれている。 

ア 第２、３「「入倉・三宅式」の合理性」（１５頁） 

 この項では、入倉・三宅（２００１）で示された震源特性化の手続き

が紹介され、「断層面積と地震モーメントの経験的関係から地震モーメン

トが推定される」と書かれている（１６頁）。そして、その手続きが兵庫

県南部地震等に対して適用され、「合成された強振動が観測記録とよく一

致することで検証されている」と書かれている（１６頁）。しかし、この

検証の手続きにおいて「入倉・三宅式」は使われていない。兵庫県南部

地震の観測記録に合うようなモデルを構築することが、その論文の目的

となっていて、「入倉・三宅式」を先に立ててそれから結論を導くような

筋にはなっていない。この項の論旨は、「入倉・三宅式」の合理性を確認

することであったはずなのに、これでは「入倉・三宅式」自体の合理性

を導くことはできない。 

イ 第２、４「推本レシピの信頼性」（１７頁） 

 ここでいう推本レシピの信頼性の根拠は、２０００年鳥取県西部地震

及び２００５年福岡県西方沖地震に関する推本レシピを用いて行った解

析結果が、観測波形と整合性があったということである。しかし奇妙な

ことに、「入倉・三宅式」を用いて解析したかどうかについては一言も触

れていない。その結論は、 

 

「「断層モデルを用いた手法に基づく地震動評価」は，震源の断層面を

仮定した上，同断層面における断層運動を原因として発生する地震を

仮定し，かかる地震が発電用原子炉施設に与える影響の有無及び程度

を確認する評価手法であるから，根本的な考え方は，「入倉・三宅
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（2001）」において示された考え方と共通している。そうであれば、「断

層モデルを用いた手法による地震動評価」の前提となる関係式につい

ては、震源インバージョンの手法によって，現に発生した地震を発生

させた地中の断層を想定した上で整理された地震データセットを用い

て得られた関係式である「入倉・三宅式」を用いるのが合理的である

ということができる。」 （被告第９準備書面、１９頁） 

 

というものであり、入倉・三宅（２００１）において示された考え方と

共通の考え方が適用されたので、「入倉・三宅式」を用いるのが合理的で

あるということができる、という奇妙な論理である。 

（３）２つの地震に関する事実関係の確認 

 上記２つの地震から「入倉・三宅式」の合理性が導かれるのかどうかを確

かめるため、それら地震に関する事実関係を整理しておく。 

ア 鳥取県西部地震 

 鳥取県西部地震の解析は、乙３６、付録３－１頁に参考資料としてあ

げられている（付録３－３２頁も参照）、「鳥取県西部地震の観測記録を

利用した強震動評価手法の検証について」に記載されている（甲１４２）。

甲１４２によると、鳥取県西部地震の解析に当たっては３つの観測点（日

野、伯太、北房）について２つの方法（ケース１、ケース２）が適用さ

れている。ケース１では、「入倉・三宅式」ではなく、より地震モーメン

トが小さい領域で適用される Somerville et al の式が適用され、ケース

２では、まったく別の方法が適用されている（甲１４２、１６頁）。つま

り、甲１４２はそもそも「入倉・三宅式」とは関係のない文献である。 

しかも、その結果は、甲１４２の１４頁の表３で示されているように、

解析結果と観測値とは相当にちぐはぐに大きくかけはなれている（表３

を観測値を基準にして図式化した下記グラフ参照）。これでは何をもって、
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どのような基準で「合理性」が確認されたのか明らかでない。事実、甲

１４２のまとめにおいては、「概ね整合」としか書かれていない（２頁）。 

 

 
 

イ 福岡県西方沖地震 

 鳥取県西部地震の解析は、乙３６、付録３－１頁に参考資料としてあ

げられている（付録３－３２頁も参照）「２００５年福岡県西方沖の地震

の観測記録に基づく強震動評価手法の検証」に記載されている（甲１４

３）。甲１４３によると、福岡県西方沖地震の解析では、「レシピ」すな

わち「入倉・三宅式」が使われたことが確認できる。しかし、甲１４３

のまとめでは、「現在のレシピによって概ね再現可能であることが確認さ

れた」（１１頁）として今後の課題が列挙されているに止まり、それ以上

に「精度よく再現」したというような記述はない。また、「概ね再現可能」

の具体的基準等は明らかでない。 
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ウ 小括 

 鳥取県西部地震の解析は「入倉・三宅式」を使っていないにもかかわ

らず被告は、「入倉・三宅式」を用いることの合理性の根拠としているの

であり、論理として成り立っていない。 

 また、福岡県西方沖地震の解析については、「概ね再現可能」とされて

いるに止まっているのに、被告は第９準備書面、１９頁の「小括」にお

いて、「地震観測記録を精度よく再現できることが確認されている」と誇

張して書いている。 

結局、被告は前記のように入倉・三宅（２００１）の筋が使われてい

ることから、「入倉・三宅式」が「合理的」であると主張しているに過ぎ

ず、被告の主張は根拠を欠く。 

３ 第３についての反論 

（１）はじめに 

ここでは「「武村式」を用いないことが不合理とは言えないこと」という

消極的結論を導くのが被告の目的であり、「武村式」を用いるべきではない

とは結論されていない。ここでは２つの問題が取り上げられている。第３、

２においては、「武村式」で用いた断層面積Ｓの設定の仕方が批判されてい

る。第３、３においては、「入倉・三宅式」と「武村式」ではデータセット

が異なることが論じられている。 

（２）第３、２「断層面積Ｓの捉え方が異なることについて（２０頁） 

ア ここで主な標的となっているのは、「武村式」では、断層面積Ｓと地震

モーメントＭ０の関係式（Ｓ－Ｍ０関係式）を直接導いたのではなく、断

層長さＬと地震モーメントＭ０の関係式（Ｌ－Ｍ０関係式）を媒介にして

導いたことである。すなわち、「武村式」では、まず１０個の日本の大地

震を採用し、ＬとＭ０のデータから最小二乗法を用いてＬ－Ｍ０関係式を

導いた。次に、長方形の断層面Ｓ＝ＬＷ（Ｗは断層幅）において、地震
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モーメントが大きい場合にＷ＝１３ｋｍに固定し、Ｌ＝Ｓ／１３をＬ－ 

Ｍ０関係式に代入してＳ－Ｍ０関係式を導いた。他方、「入倉・三宅式」

では直接Ｓ－Ｍ０関係式をデータセット（データ集合）から最小二乗法

で導いている。この違いが批判の対象となっているのである。 

イ この点については、次の事実を指摘するだけで十分であろう。すなわ

ち、確かに「武村式」は前記のようにしてＬ－Ｍ０関係式から導かれて

いるが、他方、武村（１９９８）（甲９７）の表１からＳとＭ０のデータ

セットが得られるので、それを用いて最小二乗法を適用することができ

る。その結果は有効数字内で、Ｌ－Ｍ０を媒介にしたのと同じ「武村式」

（ｂ＝－１０．７１）が得られるということである。このことは偶然の

ように見えるが、大地震（Ｍ０が一定値より大きい地震）においては、

Ｗ＝１３ｋｍに固定することが合理的であることを示していると理解で

きる。 

 それゆえ、被告の批判は的外れである。 

（３）第３、３「武村の断層面積S は過小評価」について 

ア （１）について 

 この項では、「そのため、『入倉・三宅（２００１）』においては、Wells 

and Coppersmith(1994) の地震データセットのうちの一部が採用され

ている」。「このように『入倉・三宅（２００１）』において用いられたデ

ータセットは、基本的に、震源インバージョンに基づいているというこ

とができる」と結論づけられている。しかし、この結論は事実に反する。 

入倉・三宅（２００１）（甲９６）によると、 Wells and 

Coppersmith(1994) の断層パラメータは、「余震分布や活断層情報、一

部は測地学的データから求められたものであ」り（甲９６、８５２頁 Ⅲ．

１））、震源インバージョンの結果ではない。そして、Somerville et 

al(1999) は震源インバージョンに基づくデータであるが（甲９５、８５
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２頁 Ⅲ．１））、そのデータが「入倉・三宅式」のデータセットに占め

ているのは、約５３個中の１０個未満にすぎない。これでどうして「基

本的に震源インバージョンに基づいている」と言えるのだろうか。被告

においてはこの点について釈明されたい。 

イ （２）と（３）について 

 ここで問題になるのは、入倉・宮越・釜江論文（乙５７）の内容であ

る。そこでは「武村式」の基になったデータが震源インバージョンを用

いてチェックされ、武村の断層面積Ｓが過小評価になっていると指摘さ

れている。 

元の武村データが乙５７の表４で示され、震源インバージョンによっ

て再評価されたデータが表５に掲載されている。表５で断層面積Ｓが評

価されているのは、１０地震のうちの５つである。しかも、そのうち断

層面積から Somerville et al の規範を用いて断層破壊領域を評価できた

のは５つのうち２つに過ぎない（表５最右欄の○印）。このことは乙５７

の１５３３頁で次のように説明されている。 

 
「なお、震源インバージョン結果から断層面積を求める際、
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Somerville et al. 1) の規範に従い、平均すべり量の 0.3 倍以上のすべ

りをもつ破壊断層領域を抽出する必要がある。しかしながら、収集し

た 6 個のうち４個の地震は不均質すべり分布のデータは論文からは

得られなかった（表５参照）。」 

 

こうして結局、武村データの面積の再評価が実際にできたのは、１０

地震のうちの２地震に過ぎない。 

表４の武村データのうち、５つを表５のデータで置き換えた場合修正

式は 

lｏｇＳ＝１／２ｌｏｇＭ０－１０．５９ 

となり、「武村式」より若干「入倉・三宅式」に近付くが、本質的な変化

と言えるほどではない。しかも、このデータには、破壊面積の抽出がで

きなかったものが３つ含まれている。 

それゆえ、この結果からは敢えて「武村式」を否定するほどの理由は

見当たらない。 

（４）小括 

本項における被告の主張を踏まえても、「武村式」の合理性は否定される

ものではなく、前記第１、５において原告らが主張した「武村式」の意義を

踏まえると、「武村式」を採用することはむしろ合理的である。 

４ 第４についての反論 

 被告は、地震モーメントＭ０と加速度スペクトルＡ（ω）の関係に係る原告ら

の主張が、Ｍ０の値が増加すれば断層面積Ｓの値も一定程度増加することを根拠

に「数学的に誤っている」と主張している。 

 しかし、原告らは準備書面（５）で「断層の面積Ｓが与えられたとき」を前提

に主張しているのである。すなわち、同じ断層面積であっても、採用する式によ

って断層面積がどう変わるかを見ているのであり、被告の上記主張は全く的外れ
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である。 

 

第３ 求釈明 

 

１ 経験式のばらつきについて 

 審査ガイドでは、不確かさを規定した３．３．３とは別に、３．２．３におい

て経験式は平均値なのでそのばらつきを考慮するよう求めているのではないか。

このばらつきは基準地震動の策定において考慮されているか。被告第９準備書面

では、このばらつきについては触れていないが、それはなぜか。 

２ 審査ガイドの定めについて（被告第９準備書面１１～１２頁） 

 推本レシピを用いることが、審査ガイドで唯一の定められた手法であるかのよ

うに印象づける記述をしているが、審査ガイドで推本レシピは、経験的グリーン

関数法、統計的グリーン関数法、ハイブリッド法以外の手法を用いる場合に適用

される手法ではないか。現に、たとえば川内原発のように、推本レシピを用いな

いで導いた基準地震動が、規制委員会によって容認されている例があるのではな

いか。 

３ 不確かさの考慮について（同１２頁） 

 大飯原発では不確かさとして５つの場合が想定され、それぞれについて破壊開

始地点の異なる場合（９か所または５か所）が考慮されているが、上記５つの不

確かさの重なりは想定されていない。例えば短周期を１．５倍することと、断層

面の傾きが７５°の場合にすることと、両方を同時に考慮すべきではないか。そ

のような重なりを考慮しない理由は何か。 

４ 「入倉・三宅式」の合理性について（同１３～１７頁） 

 被告第９準備書面第２のタイトル（１３頁）の趣旨は「入倉・三宅式」の合理

性であり、その３のタイトル（１５頁）も「「入倉・三宅式」の合理性」となっ

ている。その結論部分（１７頁）では、「入倉・三宅（２００１）」という論文の
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合理性を強調することによって、「入倉・三宅式」の合理性を結論づけている。 

 その根拠として１６～１７頁では、兵庫県南部地震等に関する３つの論文（乙

５３、５４，５５）が引用されているが、それら各地震の解析において入倉・三

宅式自体は使われているか。使われている場合、何ページの何行目にその記述が

あるかを、各乙号証について示されたい。使われていない場合、どうして「入倉・

三宅式」の合理性が結論できるのか、「合理性」とはどのような意味規定で用い

ているのかを説明されたい。 

「入倉・三宅式」は、その基になるデータセットが決まれば平均値として一義的

に導かれるのではないか。「入倉・三宅（２００１）」が示す筋書であっても、「武

村式」の基になったデータセットを選択すれば、「武村式」がレシピに組み入れ

られることになるのではないか。現に、基準津波の評価では「武村式」が採用さ

れているが、この事実はどう評価するのか。 

５ 鳥取県西部地震及び福岡県西方沖地震について（同１７～１８頁） 

鳥取県西部地震と福岡県西方沖地震は推本レシピに沿って解析されているが、

１８頁では、観測波形と理論波形が「整合的であったことが確認されている」と

述べて、乙第３６号証の付録３－１頁が指摘されている。その３－１頁の何行目

にそのような記述があるか。 

また、推本レシピに基づくシミュレーション解析によって、現実に発生した地

震観測記録を「精度よく再現できることが確認されている」と述べているが、そ

のような記述はこれら２つの地震を解析した文献の何ページの何行目に書かれ

ているか。実際にはそれら文献では、「概ね整合」とか「概ね再現可能」としか

表現されていないのではないか。また、「再現できる」の判断基準は何か。 

６ 「入倉・三宅（２００１）」のデータセットは基本的に震源インバージョンに

基づいている、について（同２６頁） 

被告第９準備書面２６頁の１３～１４行目において、「このように、「入倉・三

宅（２００１）において用いられたデータセットは、基本的に、震源インバージ
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ョンに基づいているということができる」と述べている。ここでいう震源インバ

ージョンに基づくデータセットとは、Somerville et al によるデータセットだと

思われるが、他にインバージョンに基づくデータセットは採用されているか。そ

れらの震源インバージョンに基づくデータ数は「入倉・三宅式」の基になったデ

ータ全体の数のおよそ何パーセントを占めているか。 

 また、そのすぐ上の行で、「「入倉・三宅（２００１）」においては、Wells and 

Coppersmith(1994) の地震データセットのうちの一部が採用されている」と述べ

ているが（１０～１２行目）、ここの「一部」とはおよそ何パーセントか。 

以上 
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